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新たな社会的養育の在り方に関する検討会の進め方と議論のポイント（未定稿）

１．新たな子ども家庭福祉実現への進捗状況の把握と全体の俯瞰

ロードマップの提示とその進捗状況の把握

① 法改正事項それぞれの実現へのロードマップの作製

⇒叩き台作成を事務局に依頼

⇒それを議論して、必要に応じて修正

② それに基づき、毎回の検討会時点での進捗状況を確認

③ 「新たな子ども家庭福祉のあり方に関する専門委員会」で議論されたが、積み残さ

れている課題を含めて全体を俯瞰する

２．新たな社会的養育の在り方を明確化し、その実現を図る

１）社会的養育の基準の明確化

物理的基準から養育の質の基準へ

子どもの権利を基礎とした基準へ

２）社会的養育の構造

(1)家庭支援

改正児童福祉法第三条の二

国及び地方公共団体は、児童が家庭において心身ともに健やかに養育されるよう、

児童の保護者を支援しなければならない。

議論すべき事項

① 家庭への養育支援のあり方

子どものための支援であることが基本

要支援家庭のアセスメント

支援の在り方

在宅措置の在り方

社会的養護との連続性

児童家庭支援センターや民間支援機関の在り方

② 保育園等の補完的養育

保育園での養育の質の向上に向けて

③ ショートステイ等の短期的ケア

ショートステイの機能の明確化や利用形態のあり方

全体の支援計画の中の組み込み方
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(2)社会的養護

改正児童福祉法第三条の二

ただし・・・児童を家庭において養育することが困難であり又は適当でない場

合にあっては児童が家庭における養育環境と同様の養育環境において継続的に養育さ

れるよう、児童を家庭及び当該養育環境において養育することが適当でない場合にあ

っては児童ができる限り良好な家庭環境において養育されるよう、必要な措置を講じ

なければならない

議論すべき事項

① 「家庭環境と同様の養育環境」の明確化

養子縁組、里親、里親ファミリーホーム

里親類型の見直しや新設

② 包括的な里親養育事業（fostering agency）の在り方

③ 社会的養護としての位置づけによる「里親」の名称変更

④ 「家庭及び当該養育環境で養育することが適当でない場合」の条件を明確化

⑤ 「できる限り良好な家庭環境」の条件を明確化

⑥ 社会的養護における「継続性」(continuity) と永続性（permanency）の担保

のあり方

・「継続性」を重視したソーシャルワークの在り方

・子どもの立場に立った継続性・永続性とその計画（permanency planning）

・子どもへの説明、意見聴取、同意

・子どもにとって必要不可欠な措置変更の条件の明確化とそれ以外の措置変

更の防止

・養育者との関係性の継続の重視

・養育者の頻繁な変更の回避と不可欠な養育者変更時の子どもへのケア

・個の記録の確保

・ゲートキーパー的な役割を果たす部署や人材

⑦ 措置時、措置解除時等における移行期のケアのあり方

⑧ それらの原則を守れる社会的養護体系の在り方

・施設養護の専門性

・施設類型の見直し ・施設養護の人員の配置基準

・専門性による体系の再編成

・ケアの個別化の必要性

⑨ 社会的養護提供時の家庭支援

⑩ その他必要な事項
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(3) 一時保護

①法改正によって明確になった機能の在り方

②一時保護での養育基準の提示、「一時保護所」の在り方、一時保護委託の在り方

（物理的基準のみならず、養育の質の基準の明確化）

③第３者評価の在り方

３)自律・自立保障

議論すべき事項

(1) 継続的支援の保障（対象年齢以上のものを含む）

① 措置をした自治体の責任の明確化と制度的枠組みの構築

② 自治体におけるケア・リーバー支援の担当部署の設置と専門職配置

③ 措置解除後の支援のあり方を含む自立支援計画の策定

④ 措置解除時の関係機関合同会議と支援計画の確認

⑤ 支援計画の実行における自治体と施設・里親の役割分担と連携

⑥ 措置解除後、一定年齢までの定期的な面談と相談機会の確保のあり方

⑦ 施設等の退所後の地域生活支援機能の強化と予算措置、人的配置

⑧ 自立援助ホームの成人後の利用の条件の再検討

⑨ 当事者の参画のあり方

(2) 自律・自立のための養育のあり方と進路保障

① 自律・自立の基盤としての養育者とのアタッチメントと信頼関係の形成

② 生活管理能力と「支援を求める力」の形成

③ 原家族との関係の整理と再構築のあり方

④ 親密圏での暴力（性暴力を含む）と加害・被害の回避に関する知識・態度の醸成

⑤ 高卒後の進学・修学機会の保障と経済的支援

⑥ 職業意識の形成、就労機会の確保

⑦ 社会保障、労働法規等、市民的権利の知識と活用能力の形成

⑧ ステップハウス等の整備と活用

(3) 地域生活の支援のあり方

① 措置解除後、一定年齢までの定期的な面談と相談機会の確保（再掲）

② 社会保障、医療サービス等、社会制度の利用の支援

③ 地域生活開始の初期費用の支給と日常生活能力の形成

④ 金銭管理の支援と債務問題の回避

⑤ 暴力被害（性暴力を含む）時の早期介入と対応のあり方

⑥ 法的支援の保障と弁護士費用等の確保
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⑦ 職場定着の促進と離職時の生活支援

⑧ 家族形成、妊娠と出産（本人・パートナー）時の支援と他制度へのつなぎ

⑨ 当事者団体の形成の促進と活動の支援

３．「社会的養護の課題と将来像」から「新たな社会的養育の構築」に向けて

・全ての子ども家庭（ポピュレーション）から社会的養護までを視野に入れた社会的

養育の検討が必要

・サービス提供側の視点からの「社会的養護の課題と将来像」から子ども側の視点か

らの「新たな社会的養育の構築」へ

・子どものニーズに沿った計画

・子どもを中心とした「新たな子ども家庭ソーシャルワーク」の確立


